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調査概要・集計方法について 

 

１ 調査概要 

 

（１） 目 的 

障害福祉サービス等従事者の処遇の状況及び処遇改善加算の影響等の評価を行うとともに、

報酬改定のための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

（２） 調査時期 

令和２年５月 

 

（３） 調査対象等 

   ① 調 査 対 象 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、生活介護、短期入所、重度障

害者等包括支援、障害者支援施設(施設入所支援)、自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生活訓

練)、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、共同生活援助、児童発達支援、

医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支

援、福祉型障害児入所施設及び医療型障害児入所施設 

    ② 抽 出 方 法 ： 調査対象サービスごとに、層化無作為抽出法により、3.1％～全数で抽出 

③ 調査客体数： 9,470 施設・事業所 

④ 有効回答数： 5,904 施設・事業所（有効回答率：62.3％） 

 

（４） 主な調査項目 

福祉・介護職員処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善加算の取得状況、調査対

象施設・事業所に在籍する障害福祉サービス等従事者の給与（平成 31 年２月と令和２年２月

における給与） 等 

 

 

２ 集計方法 

単純集計 

※ 障害福祉サービス等従事者の集計にあたっては、原則として調査対象施設・事業所に平成

31 年と令和２年ともに在籍している者についてのみ集計対象とし、平成 31 年と令和２年のそれ

ぞれ該当する属性に計上している。 

 

 

３ 回収状況 

 
施設・事業所数 調査対象数 休止・廃止等 客体数 有効回答数 有効回答率 

① ② ③ ④（②－③） ⑤ ⑥（⑤／④） 

全体 103,471 9,641 171 9,470 5,904 62.3% 

参考（相談支援等を含む） 119,321 12,777 277 12,500 7,657 61.3% 

 


